
1 愛南町議会の解散について 

令和6年 10月 20日執行の愛南町長選挙と愛南町議会議員選挙を同時選挙とするた

め、地方公共団体の議会の解散に関する特例法第 2 条の規定を適用し、愛南町議会を

解散するため提出されたが否決。(賛成 8、反対 6、5 分の 4 の賛成が必要) 

 
地方公共団体の議会の解散に関する特例法 

(この法律の趣旨) 

第一条 この法律は、地方公共団体の議会の解散の請求に関する世論の動向にかんがみ、当該議会が自らすすん

でその解散による選挙によつてあらたに当該地方公共団体の住民の意思をきく方途を講ずるため、地方公共団

体の議会の解散について、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)の特例を定めるものとする。 

(議会の解散) 

第二条 地方公共団体の議会は、当該議会の解散の議決をすることができる。 

２ 前項の規定による解散の議決については、議員数の四分の三以上の者が出席し、その五分の四以上の者の同

意がなければならない。 

３ 第一項の議決があつたときは、当該地方公共団体の議会は、その時において解散するものとする。 

 

 

 
 

 

2 損害賠償請求事件に係る和解及び和解金の額を定めることについて(太陽光発電

関係) 

和解条項(1)中 被告は、原告らに対し、●●により不許可処分を行った行為は、被

告が行政手続上の手続を適法に行わず、かつ、同通知書記載の不許可理由が当時も存

在せず、また現在までも存在しない事実を認め、改めて謝罪する。 

 

質疑趣旨 

・和解条項(1)中、不許可通知書記載の不許可理由が当時も存在せず、また現在まで

も存在しない事実を認め とあるが、 

私が情報公開請求した、令和 4 年 6 月 14 日提出の裁判資料である愛南町準備書



面の 証拠説明書 乙 42 にある現地の状況写真からすると、写真とこの和解案

の文言は誰が見ても、まったく正反対となっている。 

現地を確認した職員が虚偽の事実を捏造することはあり得ない。なぜこのような

文言となっているのか理由は。 

 

・2021 年 7 月 3 日に起きた熱海土砂災害は危険な盛り土が原因と言われており、行

政の指導のあり方も問題視され、これを踏まえて、盛土規制法が制定されている。 

不許可という行政処分の法形式をとったことは誤りだが、現地を確認して行政指

導した職員の行動は間違っているとは思わない。正しい。このような事実があるこ

とを主張して争うべきと思う。 

(和解すればすべて愛南町に非があることになり、国家賠償法により職員にも求

償されるおそれがある。こんなに弱腰の対応を続けるようであれば、職員は萎縮し

てしまい士気は高まらない。こんなことでいいのか。) 

 

○ 明確な答弁は得られなかった。 

 
国家賠償法 

第一条 国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意又は過失によつて違法

に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する責に任ずる。 

② 前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国又は公共団体は、その公務員に対して

求償権を有する。 

第二条 道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があつたために他人に損害を生じたときは、国又

は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。 

② 前項の場合において、他に損害の原因について責に任ずべき者があるときは、国又は公共団体は、これに対し

て求償権を有する。 

第三条 前二条の規定によつて国又は公共団体が損害を賠償する責に任ずる場合において、公務員の選任若しく

は監督又は公の営造物の設置若しくは管理に当る者と公務員の俸給、給与その他の費用又は公の営造物の設置

若しくは管理の費用を負担する者とが異なるときは、費用を負担する者もまた、その損害を賠償する責に任ず

る。 

② 前項の場合において、損害を賠償した者は、内部関係でその損害を賠償する責任ある者に対して求償権を有

する。 

第四条 国又は公共団体の損害賠償の責任については、前三条の規定によるの外、民法の規定による。 

第五条 国又は公共団体の損害賠償の責任について民法以外の他の法律に別段の定があるときは、その定めると

ころによる。 

第六条 この法律は、外国人が被害者である場合には、相互の保証があるときに限り、これを適用する。 

 



 
 

 

3 令和 6 年 9 月 4 日判決 合和 5 年(行ウ)第 3 号 行政処分取消請求及び公文書全

部開示請求事件について 

・争点 1 について 法解釈からすると納得できる部分はあるが、地方自治法の規定ま

た議会会議規則は準則に則り定めていることなどを考慮すると、控訴し上級庁の審

判を受けるべき。 

・争点 2 について、秘密会の議事録を裁判資料として提出することは、原告に公開す

ることと同じであることからあえて提出しなかったものであり、判決はこの部分を

考慮していない。 

 

4 令和 6 年 9 月 6 日判決 令和 4 年(ワ)第 47 号 損害賠償請求事件について 

・原告が行った公文書開示請求が令和 2 年 3 月 26 日であることからすれば、その遅

延(603 日)は社会通念上一般人において受忍すべき限度を超えたものと言わざるを

得ないことを理由として国家賠償法 1 条 1 項の責任を負うとの判決だが、そもそも

遅れた理由はこれに係る裁判により遅延したものであり、被告がその責任を負う必

要があるのか。 

 


